
【様式第1号】

会計：全体会計 （単位：円）

科目名 金額 科目名 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 126,852,695,234   固定負債 21,204,734,953

    有形固定資産 123,739,058,100     地方債等 17,496,621,653

      事業用資産 34,211,986,895     長期未払金 -

        土地 21,337,823,234     退職手当引当金 2,473,104,000

        土地減損損失累計額 -     損失補償等引当金 -

        立木竹 -     その他 1,235,009,300

        立木竹減損損失累計額 -   流動負債 1,963,069,654

        建物 32,208,178,348     １年内償還予定地方債等 1,638,265,660

        建物減価償却累計額 -20,845,308,532     未払金 17,138,928

        建物減損損失累計額 -     未払費用 -

        工作物 5,012,499,376     前受金 5,131,349

        工作物減価償却累計額 -3,728,502,211     前受収益 -

        工作物減損損失累計額 -     賞与等引当金 221,301,589

        船舶 -     預り金 37,379,388

        船舶減価償却累計額 -     その他 43,852,740

        船舶減損損失累計額 - 負債合計 23,167,804,607

        浮標等 - 【純資産の部】

        浮標等減価償却累計額 -   固定資産等形成分 130,832,156,157

        浮標等減損損失累計額 -   余剰分（不足分） -20,970,135,164

        航空機 -   他団体出資等分 -

        航空機減価償却累計額 -

        航空機減損損失累計額 -

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 227,296,680

      インフラ資産 88,801,887,997

        土地 4,437,813,046

        土地減損損失累計額 -

        建物 756,113,539

        建物減価償却累計額 -427,104,498

        建物減損損失累計額 -

        工作物 174,669,720,088

        工作物減価償却累計額 -90,778,280,138

        工作物減損損失累計額 -

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 143,625,960

      物品 3,755,862,291

      物品減価償却累計額 -3,030,679,083

      物品減損損失累計額 -

    無形固定資産 82,923,395

      ソフトウェア 30,553,523

      その他 52,369,872

    投資その他の資産 3,030,713,739

      投資及び出資金 906,820,000

        有価証券 -

        出資金 904,129,000

        その他 2,691,000

      投資損失引当金 -9,528,786

      長期延滞債権 447,881,406

      長期貸付金 35,064,998

      基金 1,742,524,808

        減債基金 -

        その他 1,742,524,808

      その他 -

      徴収不能引当金 -92,048,687

  流動資産 6,177,130,366

    現金預金 1,939,731,766

    未収金 261,938,167

    短期貸付金 7,775,399

    基金 3,971,685,524

      財政調整基金 3,242,967,547

      減債基金 728,717,977

    棚卸資産 8,382,249

    その他 4,214,046

    徴収不能引当金 -16,596,785

  繰延資産 - 純資産合計 109,862,020,993

資産合計 133,029,825,600 負債及び純資産合計 133,029,825,600

連結貸借対照表
（平成31年3月31日現在）



【様式第2号】

会計：全体会計 （単位：円）

連結行政コスト計算書
自　平成30年4月1日
至　平成31年3月31日

科目名 金額

  経常費用 29,974,136,883

    業務費用 12,614,141,830

      人件費 3,588,075,040

        職員給与費 2,471,281,701

        賞与等引当金繰入額 221,301,589

        退職手当引当金繰入額 152,418,736

        その他 743,073,014

      物件費等 8,465,448,799

        物件費 3,279,048,057

        維持補修費 558,803,918

        減価償却費 4,620,512,801

        その他 7,084,023

      その他の業務費用 560,617,991

        支払利息 150,724,293

        徴収不能引当金繰入額 97,185,428

        その他 312,708,270

    移転費用 17,359,995,053

      補助金等 5,268,543,504

      社会保障給付 11,310,244,679

      その他 77,982,870

  経常収益 1,265,256,329

      他会計への繰出金 703,224,000

    使用料及び手数料 864,512,982

    その他 400,743,347

純経常行政コスト 28,708,880,554

  臨時損失 12,875,256

    災害復旧事業費 10,710,360

    資産除売却損 3

純行政コスト 28,715,395,398

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 81,120

  臨時利益 6,360,412

    投資損失引当金繰入額 2,083,773

    資産売却益 6,360,412

    その他 -



【様式第3号】

会計：全体会計 （単位：円）

科目名 合計 固定資産等形成分 余剰分(不足分) 他団体出資等分

前年度末純資産残高 113,317,436,370 134,515,893,654 -21,198,457,284 -

  純行政コスト（△） -28,715,395,398 -28,715,395,398 -

  財源 25,306,006,726 25,306,006,726 -

    税収等 16,024,652,118 16,024,652,118 -

    国県等補助金 9,281,354,608 9,281,354,608 -

  本年度差額 -3,409,388,672 -3,409,388,672 -

  固定資産等の変動（内部変動） -3,637,710,794 3,637,710,794

    有形固定資産等の増加 1,166,167,240 -1,166,167,240

    有形固定資産等の減少 -4,627,610,247 4,627,610,247

    貸付金・基金等の増加 1,496,293,138 -1,496,293,138

    貸付金・基金等の減少 -1,672,560,925 1,672,560,925

  資産評価差額 - -

  無償所管換等 -46,026,702 -46,026,702

  他団体出資等分の増加 - -

  他団体出資等分の減少 - -

  比例連結割合変更に伴う差額 - - - -

  その他 -3 -1 -2

  本年度純資産変動額 -3,455,415,377 -3,683,737,497 228,322,120 -

本年度末純資産残高 109,862,020,993 130,832,156,157 -20,970,135,164 -

連結純資産変動計算書
自　平成30年4月1日
至　平成31年3月31日



【様式第4号】

会計：全体会計 （単位：円）

連結資金収支計算書
自　平成30年4月1日
至　平成31年3月31日

科目名 金額

【業務活動収支】

  業務支出 25,207,280,357

    業務費用支出 7,634,810,814

      人件費支出 3,423,282,344

      物件費等支出 3,829,943,421

      支払利息支出 150,724,293

      その他の支出 230,860,756

    移転費用支出 17,572,469,543

      補助金等支出 5,481,017,994

      社会保障給付支出 11,310,244,679

      その他の支出 77,982,870

  業務収入 26,344,347,156

    税収等収入 15,968,837,963

    国県等補助金収入 9,095,839,435

    使用料及び手数料収入 882,266,553

    その他の収入 397,403,205

  臨時支出 10,791,480

    災害復旧事業費支出 10,710,360

    その他の支出 81,120

  臨時収入 -

業務活動収支 1,126,275,319

【投資活動収支】

  投資活動支出 2,216,660,660

    公共施設等整備費支出 1,076,200,241

    基金積立金支出 1,134,460,419

    投資及び出資金支出 4,000,000

    貸付金支出 2,000,000

    その他の支出 -

  投資活動収入 1,343,367,377

    国県等補助金収入 173,346,393

    基金取崩収入 1,135,068,000

    貸付金元金回収収入 14,270,420

  財務活動収入 1,469,200,000

    地方債等発行収入 1,469,200,000

    その他の収入 -

    資産売却収入 6,373,833

    その他の収入 14,308,731

投資活動収支 -873,293,283

【財務活動収支】

  財務活動支出 1,671,246,439

前年度末歳計外現金残高 1,490,000

本年度歳計外現金増減額 -

本年度末歳計外現金残高 1,490,000

本年度末現金預金残高 1,939,731,766

      他会計への繰出支出 703,224,000

財務活動収支 -202,046,439

本年度資金収支額 50,935,597

前年度末資金残高 1,887,306,169

比例連結割合変更に伴う差額 -

本年度末資金残高 1,938,241,766

    地方債等償還支出 1,618,651,675

    その他の支出 52,594,764



１．重要な会計方針

(１)有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法

①有形固定資産・・・・・・・・・・・・・・取得原価

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。

ア．昭和59年度以前に取得したもの・・・・再調達原価

ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額1円としています。

イ．昭和60年度以後に取得したもの

取得原価が判明しているもの・・・・・取得原価

取得原価が不明なもの・・・・・・・・再調達原価

ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額1円としています。

②無形固定資産・・・・・・・・・・・・・・取得原価

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。

取得原価が判明しているもの・・・・・・・取得原価

取得原価が不明なもの・・・・・・・・・・再調達原価

(２)有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法

①満期保有目的有価証券・・・・・・・・・・該当事項なし

②満期保有目的以外の有価証券

ア．市場価格のあるもの・・・・・・・・・該当事項なし

イ．市場価格のないもの・・・・・・・・・該当事項なし

③出資金

ア．市場価格のあるもの・・・・・・・・・該当事項なし

イ．市場価格のないもの・・・・・・・・・出資金額

(３)棚卸資産の評価基準及び評価方法

該当事項なし

(４)有形固定資産等の減価償却の方法

①有形固定資産（リース資産を除きます。）・・・定額法　

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。

建物　　10年～50年

工作物　 3年～80年

物品　　 2年～45年

②無形固定資産（リース資産を除きます。）・・・定額法

（ソフトウェアについては、当市における見込利用期間（５年）に基づく定額法によっています。）

③リース資産

ア．所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産・・・自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法

イ．所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産・・・リース期間を耐用年数とし、残存価値をゼロとする定額法

(５)引当金の計上基準及び算定方法

①投資損失引当金

市場価格のない投資及び出資金のうち、連結対象団体（会計）に対するものについて、実質価額が著しく低下した場合における実質価額と取得価額との差額を

計上しています。

②徴収不能引当金

未収金については、過去５年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上しています。

長期延滞債権については、過去５年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上しています。

③退職手当引当金

退職手当債務から組合への加入時以降の負担金の累計額から既に職員に対し退職手当として支給された額の総額を控除した額を計上しています。

④損失補償等引当金

該当事項なし

⑤賞与等引当金

翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。

(６)リース取引の処理方法

①ファイナンス・リース取引

ア．所有権移転ファイナンス・リース取引及び所有権移転外ファイナンス・リース取引（リース期間が１年以内のリース及びリース料総額が300万円以下の

ファイナンス・リース取引を除きます。）

通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

イ．ア以外のファイナンス・リース取引

　 通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

②オペレーティング・リース取引

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

(７)資金収支計算書における資金の範囲

現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（歳計現金等の保管方法として規定した預金等をいいます。）

なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含んでいます。

(８)その他財務書類作成のための基本となる重要な事項

①物品及びソフトウェアの計上基準

物品及び美術品については、取得価額又は見積価格が 50 万円以上の場合に資産として計上しています。

ソフトウェアについても物品の取扱いに準じています。

②資本的支出と修繕費の区分基準

資本的支出と修繕費の区分基準については、金額が60万円未満であるとき、又は固定資産の取得価額等のおおむね10％未満相当額以下であるときに修繕費として

処理しています。

２．重要な会計方針の変更等

(１)会計方針の変更

該当事項なし

(２)表示方法の変更

該当事項なし

(３)資金収支計算書における資金の範囲の変更

該当事項なし

注記



３．重要な後発事象

(１)主要な業務の改廃

該当事項なし

(２)組織・機構の大幅な変更

該当事項なし

(３)地方財政制度の大幅な改正

該当事項なし

(４)重大な災害等の発生

該当事項なし

４．偶発債務

(１)保証債務及び損失補償債務負担の状況

該当事項なし

(２)係争中の訴訟等

該当事項なし

５．追加情報

(１)連結対象団体（会計）

区分 連結の方法 比例連結割合

地方公営企業会計 全部連結 －
地方公営企業会計 全部連結 －
地方公営企業会計 全部連結 －
地方公営企業会計 全部連結 －

地方公営企業会計は、全て全部連結の対象としています。

ただし、地方公営企業法の財務規定等が適用されていない地方公営企業会計のうち、当該規定等の適用に向けた作業に着手しているもの

（平成２９年度末までに着手かつ集中取組期間内に当該規定等を適用するものに限ります。）については、連結対象団体（会計）の対象外としています。

したがって、一般会計等における他会計への繰出金等が内部相殺されない場合があります。

簡易水道事業特別会計　　企業債残高 452,599 千円

　　　　　　　　　　　　他会計繰入金 55,619 千円

下水道事業特別会計　　　企業債残高 3,675,092 千円

　　　　　　　　　　　　他会計繰入金 6,476,050 千円

(２)出納整理期間

地方自治法第 235 条の 5 に基づき出納整理期間が設けられている会計においては、出納整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって

会計年度末の計数としています。

上水道事業会計

団体（会計）名

国民健康保険特別会計

介護保険特別会計

後期高齢者医療特別会計


